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報告第６号 

 

　　　令和５年度常陸大宮市一般会計繰越明許費繰越計算書について 

 

　令和５年度常陸大宮市一般会計補正予算（第８号）第２条の繰越明許費は、

別紙のとおり翌年度に繰り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）第１４６条第２項の規定により報告する。 

 

　　　令和６年６月４日 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　
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国県支出金 地方債

2. 総務費 1. 総務管理費 40,856,000 40,856,000

2. 総務費 1. 総務管理費
緒川地域センター空調設備改
修工事

11,352,000 11,352,000 9,700,000

2. 総務費 3.
戸籍住民基本
台帳費

証明書コンビニ交付システム
改修委託

660,000 660,000 660,000

2. 総務費 3.
戸籍住民基本
台帳費

戸籍総合システム改修委託 6,688,000 6,688,000 6,688,000

2. 総務費 3.
戸籍住民基本
台帳費

住民基本台帳システム改修委
託

4,840,000 4,840,000 4,840,000

2. 総務費 4. 選挙費 市長選挙費 20,469,000 20,185,000

2. 総務費 4. 選挙費 市議会議員補欠選挙費 18,596,000 18,596,000

3. 民生費 1. 社会福祉費
住民税非課税世帯臨時特別給
付事業

334,513,000 32,312,000 32,312,000

3. 民生費 1. 社会福祉費 定額減税一体的支援給付事業 141,621,000 70,543,000 70,543,000

3. 民生費 2. 児童福祉費 定額減税一体的支援給付事業 22,709,000 11,459,000 11,391,000

3. 民生費 2. 児童福祉費 放課後児童クラブ整備事業 26,935,000 26,279,000 14,900,000

3. 民生費 2. 児童福祉費
保育所等における性被害防止
対策に係る設備等支援事業

150,000 150,000 100,000

令 和 ５ 年 度 常 陸 大 宮 市 一 般 会 計 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書

左　の　財　源　内　訳

未収入特定財源
その他

円

40,856,000

1,652,000

20,185,000

18,596,000

68,000

11,379,000

50,000

款 項 事 業 名 金額
翌 年 度
繰 越 額 既 収 入

特定財源
一般財源

旧諸富野小学校屋内運動場等
解体工事
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国県支出金 地方債

左　の　財　源　内　訳

未収入特定財源
その他

款 項 事 業 名 金額
翌 年 度
繰 越 額 既 収 入

特定財源
一般財源

4. 衛生費 1. 保健衛生費
新型コロナウイルスワクチン
接種等事業

3,155,000 2,915,800 2,915,800

6. 農林水産業費 1. 農業費 山間急傾斜土地改良事業 12,450,000 12,450,000 8,030,000

6. 農林水産業費 2. 林業費 木造住宅建設助成事業 6,840,000 6,400,000

7. 商工費 1. 商工費 創業支援事業補助金 2,000,000 2,000,000

8. 土木費 1. 土木管理費 訴訟代理人委託 440,000 440,000

8. 土木費 2. 道路橋梁費 市道整備事業 128,261,000 102,878,000 43,560,000 41,000,000

8. 土木費 2. 道路橋梁費 常陸大宮駅周辺市道整備事業 216,403,000 192,898,000 87,072,000 71,900,000

8. 土木費 2. 道路橋梁費 橋梁維持補修工事 83,364,000 83,364,000 23,584,000 43,600,000

8. 土木費 3. 河川費 河川補修事業 3,690,000 3,690,000

8. 土木費 4. 都市計画費 常陸大宮駅周辺整備事業 40,733,000 40,733,000 16,940,000 18,500,000

8. 土木費 4. 都市計画費
小野都市下水路調整槽改修工
事

11,220,000 6,908,000

9. 消防費 1. 消防費 消防ポンプ自動車購入事業 30,148,000 30,148,000 14,200,000

9. 消防費 1. 消防費 資機材搬送車購入事業 8,610,000 8,610,000 6,800,000

10. 教育費 5. 社会教育費
文化センター空調設備改修工
事

98,274,000 66,708,000 66,700,000

4,420,000

6,400,000

2,000,000

440,000

18,318,000

33,926,000

16,180,000

3,690,000

5,293,000

6,908,000

15,948,000

1,810,000

8,000
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報告第７号 

 

　　　令和５年度常陸大宮市一般会計事故繰越し繰越計算書について 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第３項ただし書の規定に

より、別紙のとおり翌年度に繰り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年

政令第１６号）第１５０条第３項において準用する同令第１４６条第２項の規

定により報告する。 

 

　　　令和６年６月４日 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　
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国県支出金 地方債 その他
円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

6. 農林水産業費 2. 林業費 木造住宅建設助成事業 10,960,000 3,360,000 7,600,000 1,200,000 1,200,000
　建築業者の職人不足によ
り、助成対象住宅の建設に不
測の日数を要したため

8. 土木費 2. 道路橋梁費
常陸大宮駅周辺市道整
備事業

24,914,998 20,435,882 4,479,116 1,519,116 1,400,000 119,116
　地権者との協議に不測の日
数を要したため

8. 土木費 2. 道路橋梁費
常陸大宮駅周辺市道整
備事業

269,759,442 164,619,834 105,139,608 105,139,608 60,651,000 42,100,000 2,388,608

【繰越明許費分】
　地権者の罹患に伴う入院に
より移転先の詮索に不測の日
数を要したため

令 和 ５ 年 度 常 陸 大 宮 市 一 般 会 計 事 故 繰 越 し 繰 越 計 算 書

左　の　内　訳 左の財源内訳

未収入特定財源
款 項 事 業 名

支出負担
行 為 額

支出負担
行　　為
予 定 額

翌 年 度
繰 越 額

説　　明

支出済額 支出未済額
既 収 入
特定財源

一般財源
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報告第８号 
 
　　　令和５年度常陸大宮市上水道事業会計予算繰越計算書について 
 
　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項及び第２項た

だし書の規定により、別紙のとおり予算を繰り越したので、同条第３項の規定

により報告する。 
 
　　　令和６年６月４日 
 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 
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国県支出金
損益勘定
留保資金

円 円 円 円 円 円 円 

1 資本的支出 1 建設改良費 浄水施設建設改良事業 76,890,320 61,469,320 12,330,000 12,330,000 3,091,000 
　受注生産品である管
材の納入遅延により、
工事を繰り越すもの

1 資本的支出 1 建設改良費 配水管布設事業費 425,878,000 235,488,000 106,780,000 50,380,000 83,610,000 
　同時施工の市道改良
工事等の繰越に伴うも
の

営業収益
損益勘定
留保資金

円 円 円 円 円 円 円 

1 水道事業費用 1 営業費用 受託工事費 3,192,000 3,192,000 3,192,000  
　同時施工の市道改良
工事の繰越に伴うもの

令和５年度常陸大宮市上水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第26条第1項の規定による建設改良費の繰越額

左　の　財　源

企 業 債

円 

56,400,000 

地方公営企業法第26条第2項ただし書の規定による事故繰越の繰越額

左　の　財　源

営業外収益

円 

款 項 事　業　名 予算計上額
支払義務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額

不 用 額
翌年度繰越額に係る繰
越を要するたな卸資産
の 購 入 限 度 額

説　　　明

款 項 事　業　名 予算計上額
支払義務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額

不 用 額
翌年度繰越額に係る繰
越を要するたな卸資産
の 購 入 限 度 額

説　　　明
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報告第９号 
 
　　　令和５年度常陸大宮市下水道事業会計予算繰越計算書について 
 
　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項及び第２項た

だし書の規定により、別紙のとおり予算を繰り越したので、同条第３項の規定

により報告する。 
 
　　　令和６年６月４日 
 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 
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国県支出金 企 業 債
損益勘定
留保資金

円 円 円 円 円 円 円 円 

1 資本的支出 1 建設改良費
駅周辺整備事業に伴う
管渠布設工事実施設計
委託

29,332,000 20,250,000 20,250,000 9,082,000
　関係機関との調整に
不測の日数を要したた
め繰り越すもの

1 資本的支出 1 建設改良費
那珂久慈流域下水道事
業負担金

8,951,000 1,044,000 7,907,000 4,600,000 3,307,000
　県の流域下水道事業
の繰越に伴うもの

国県支出金 企 業 債
損益勘定
留保資金

円 円 円 円 円 円 円 円 

1 下水道事業費用 1 営業費用
農業集落排水施設維持
管理適正化計画策定業
務委託

15,345,000 14,751,000 14,751,000 594,000 

　関連計画との整合性
の検討に不測の日数を
要したため繰り越すも
の

令和５年度常陸大宮市下水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第26条第1項の規定による建設改良費の繰越額

左　の　財　源

地方公営企業法第26条第2項ただし書の規定による事故繰越の繰越額

左　の　財　源

款 項 事　業　名 予算計上額
支払義務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額

不 用 額
翌年度繰越額に係る
繰越を要するたな卸
資 産 の 購 入 限 度 額

説　　　明

款 項 事　業　名 予算計上額
支払義務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額

不 用 額
翌年度繰越額に係る
繰越を要するたな卸
資 産 の 購 入 限 度 額

説　　　明
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報告第１０号 

 

　　　専決処分の報告について 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙

（令和６年専決第１４号）のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により

報告する。 

 

　　　令和６年６月４日 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 
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専決第１４号 

 

　　　専決処分書 

 

　石沢地内における車両損害事故に係る損害賠償の額を決定し、和解すること

について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、次のとおり専決処分する。 

 

　　　令和６年４月５日 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 

 

 

１　相手方 

　　　市内在住者 

 

２　損害賠償の額 

　　　一金２１,３１６円 

 

３　事故の概要 

令和６年３月１日午後９時３０分頃、石沢地内国道１１８号大宮バイパ

スの右側車線（追越し車線）を庁用車にて走行中、相手方車両が右側方向確

認を怠り、市役所南交差点手前の黄色区分線を越え、自車（庁用車）走行車

線に侵入したため、自車（庁用車）左側後方部と相手方車両右側前方部が接

触したことにより互いに損傷し損害を与えた。 

 

４　和解の内容 

　　　市は相手方に対し、上記損害賠償の額を支払い、今後本件に関していかな

る事情が生じても双方異議を申し立てない。 

 

５　専決処分を行う理由 

　　　石沢地内において発生した車両損害事故における損害賠償の額を決定し、

和解することについて、市長の専決処分事項について（令和３年常陸大宮市

議会議決）第７号の規定により、専決処分するものです。 
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報告第１１号 
 
　　　専決処分の報告について 
 
　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別

紙（令和６年専決第１２号）のとおり専決処分したので、同条第２項の規定に

より報告する。 
 
　　　令和６年６月４日 
 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 
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専決第１２号 
 
　　　専決処分書 
 
　常陸大宮市上水道事業給水条例及び常陸大宮市水道の布設工事監督者の配置

基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正

する条例を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に

より、別紙のとおり専決処分する。 
 
　　　令和６年３月３１日 
 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 
 
 
 
 
 
　（専決処分を行う理由） 
　水道法（昭和３２年法律第１７７号）及び水道法施行規則（昭和３２年厚生

省令第４５号）の一部が改正されたことに伴い、本条例を制定することについ

て、市長の専決処分事項について（令和３年常陸大宮市議会議決）第１号の規

定により、専決処分するものです。 
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常陸大宮市上水道事業給水条例及び常陸大宮市水道の布設工事監督者

の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条

例の一部を改正する条例 

 

　（常陸大宮市上水道事業給水条例の一部改正） 

第１条　常陸大宮市上水道事業給水条例（平成１６年大宮町条例第１６２号）の

一部を次のように改正する。 

　　第２２条第２項中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。 

 

　（常陸大宮市水道の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術

管理者の資格基準に関する条例の一部改正） 

第２条　常陸大宮市水道の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道

技術管理者の資格基準に関する条例（平成２４年常陸大宮市条例第３０号）の

一部を次のように改正する。 

　　第４条第６号中「厚生労働大臣」を「国土交通大臣及び環境大臣」に改める。 

 

 

　　　附　則 

　この条例は，令和６年４月１日から施行する。
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報告第１２号 

 

　　　専決処分の報告について 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別

紙（令和６年専決第１５号）のとおり専決処分したので、同条第２項の規定に

より報告する。 

 

　　　令和６年６月４日 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸 
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専決第１５号 

 

　　　専決処分書 

 

　常陸大宮市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のとおり専

決処分する。 

 

　　　令和６年５月９日 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 

 

 

 

 

 

　（専決処分を行う理由） 

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号）の一部が改正されたことに伴い、本条例を制定す

ることについて、市長の専決処分事項について（令和３年常陸大宮市議会議決）

第１号の規定により、専決処分するものです。 
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　　　常陸大宮市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 

　常陸大宮市個人番号の利用に関する条例（平成２７年常陸大宮市条例第３４

号）の一部を次のように改正する。 

 

　第２条に次の２号を加える。 

　（５）　特定個人番号利用事務　法第１９条第８号に規定する特定個人番号

利用事務をいう。 

　（６）　利用特定個人情報　法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報

をいう。 

　第４条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用

事務」に，「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」に，

「当該特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改める。 

 

 

附　則 

　この条例は，令和６年５月２７日から施行する。 
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議案第３６号 

 

　　　専決処分の承認を求めることについて 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別

紙（令和６年専決第９号）のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によ

りこれを報告し、承認を求める。 

 

　　　令和６年６月４日提出 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 
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専決第９号 

 

　　　専決処分書 

 

　常陸大宮市税条例の一部を改正する条例を地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

 

　　　令和６年３月３１日 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 

 

 

 

 

 

　（専決処分を行う理由） 

　地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）が令和６年３月３

０日に公布され、同年４月１日から施行されることに伴い、本条例を制定する

ことについて、議会を招集する時間的余裕がないため、専決処分するものです。 
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　　　常陸大宮市税条例の一部を改正する条例 

 

常陸大宮市税条例（平成元年大宮町条例第３２号）の一部を次のように改正

する。 

 

第５１条第２項中「によって」を「により」に改め，同項に次のただし書を

加える。 

　　ただし，市長が，当該者が前項各号のいずれかに該当することが明らかで

あり，かつ，市民税を減免する必要があると認める場合は，この限りでない。 

第５１条第３項中「によって」を「により」に，「においては」を「には」

に改める。 

第７１条第２項中「によって」を「により」に改め，同項に次のただし書を

加える。 

　　ただし，市長が，当該者が所有する固定資産が前項各号のいずれかに該当

することが明らかであり，かつ，固定資産税を減免する必要があると認める

場合は，この限りでない。 

第７１条第３項中「によって」を「により」に，「においては」を「には」

に改める。 

第１３９条の３第２項中「によって」を「により」に改め，同項に次のただ

し書を加える。 

　　ただし，市長が，当該者が所有又は取得する土地が前項各号のいずれかに

該当することが明らかであり，かつ，特別土地保有税を減免する必要がある

と認める場合は，この限りでない。 

第１３９条の３第３項中「によって」を「により」に，「においては」を「に

は」に改める。 

附則第７条の４の次に次の４条を加える。 

（令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第 7条の５　令和６年度分の個人の市民税に限り，法附則第５条の８第４項及

び第５項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和６年度分特

別税額控除額を，前年の合計所得金額が１，８０５万円以下である所得割の

納税義務者（次条及び附則第７条の７において「特別税額控除対象納税義務

者」という。）の第３４条の３，第３４条の６から第３４条の９まで，附則

第５条第２項，附則第７条第１項，附則第７条の３の２第１項，前条及び附

則第９条の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２　前項の規定の適用がある場合における第３４条の７第２項，第４７条の５

第１項及び前条の規定の適用については，第３４条の７第２項及び前条中

「附則第５条の６第２項」とあるのは「附則第５条の６第２項及び第５条の
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８第６項」と，第４７条の５第１項中「課した」とあるのは「附則第７条の

５第１項の規定の適用がないものとした場合に課すべき」と，「の前々年中」

とあるのは「の同項の規定の適用がないものとした場合における前々年中」

と，「，前々年中」とあるのは「，附則第７条の５第１項の規定の適用がな

いものとした場合における前々年中」とする。 

（令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例） 

第７条の６　令和６年度分の個人の市民税に限り，個人の市民税の納税通知書

に記載すべき各納期の納付額については，第４１条の規定にかかわらず，次

に定めるところによる。 

　（１）　特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個

人の市民税の額（前条第１項の規定の適用がないものとした場合に算出

される普通徴収に係る個人の市民税の額をいう。），特別税額控除前の

普通徴収に係る個人の県民税の額（法附則第５条の８第１項及び第２項

の規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収に係る個人の

県民税の額をいう。）及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額（以

下この号において「特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額」

という。）からその者の普通徴収に係る個人の市民税の額，普通徴収に

係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額を控

除した額（以下この項において「普通徴収の個人の住民税に係る特別税

額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人

の住民税の額を４で除して得た金額（当該金額に１，０００円未満の端

数があるとき，又は当該金額の全額が１，０００円未満であるときは，

その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分

割金額」という。）に３を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の

普通徴収に係る個人の住民税の額から控除した残額に相当する金額（以

下この項において「第１期分金額」という。）に満たない場合には，当

該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は，第４０条第 1 項に規定す

る第１期の納期（以下この項，次項及び次条第１項において「第１期納

期」という。）においてはその者の第１期分金額からその者の普通徴収

の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし，その他のそれ

ぞれの納期においてはその者の分割金額とする。 

　（２）　特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額以上であり，かつ，その者の第１期

分金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合には，当該納税通

知書に記載すべき各納期の納付額は，第１期納期においてはないものと

し，第４０条第１項に規定する第２期の納期（以下この項及び次条第１

項において「第２期納期」という。）においてはその者の第１期分金額
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とその者の分割金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に

係る特別税額控除額を控除した額とし，第４０条第１項に規定する第３

期の納期（以下この項において「第３期納期」という。）及び同条第１

項に規定する第４期の納期（以下この項において「第４期納期」という。）

においてはその者の分割金額とする。 

　（３）　特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額以上

であり，かつ，その者の第 1期分金額とその者の分割金額に２を乗じて

得た金額との合計額に満たない場合には，当該納税通知書に記載すべき

各納期の納付額は，第１期納期及び第２期納期においてはないものとし，

第３期納期においてはその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を

乗じて得た金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る

特別税額控除額を控除した額とし，第４期納期においてはその者の分割

金額とする。 

　（４）　特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得

た金額との合計額以上である場合には，当該納税通知書に記載すべき各

納期の納付額は，第１期納期，第２期納期及び第３期納期においてはな

いものとし，第４期納期においてはその者の普通徴収に係る個人の市民

税の額，普通徴収に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境

税の額の合算額とする。 

２　令和６年度分の個人の市民税(第１期納期から第４７条第１項の規定によ

り普通徴収の方法によって徴収されることとなったものを除く。）を同項の

規定により普通徴収の方法によって徴収する場合については，前項の規定

は，適用しない。 

（令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特例） 

第７条の７　令和６年度分の個人の市民税に限り，第４７条の２第１項の規定

により特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個

人の市民税（第３項において「年金所得に係る特別徴収の個人の市民税」と

いう。）の額及び同条第２項の規定により普通徴収の方法によって徴収すべ

き公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額については，次に定めると

ころによる。 

　（１）　特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個

人の市民税の額（附則第７条の５第１項の規定の適用がないものとした

場合に算出される第４７条の２第１項に規定する前年中の公的年金等に

係る所得に係る所得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収を行う森

林環境税額を含む。以下この号及び第５号において同じ。）の合算額（以
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下この号及び第５号において「年金所得に係る所得割額及び均等割額の

合算額」という。）をいう。以下この号及び第３項第１号において同じ。）

からその者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額を控除した

額（以下この項及び第３項において「年金所得に係る個人の市民税に係

る特別税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に

係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税

の額から特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額

控除前の年金所得に係る個人の市民税の額の２分の１に相当する額をい

う。以下この号において同じ。）を控除した額をいう。以下この号にお

いて同じ。）を２で除して得た金額（当該金額に１，０００円未満の端

数があるとき，又は当該金額の全額が１，０００円未満であるときは，

その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「第

２期分金額」という。）をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個

人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項において

「第 1期分金額」という。）に満たない場合には，第１期納期及び第２

期納期に普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係

る個人の市民税の額（以下この項において「普通徴収対象税額」という。）

並びに第４７条の３に規定する特別徴収対象年金給付の支払をする際，

特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の

市民税の額（以下この項及び第３項において「特別徴収対象税額」とい

う。）は，第１期納期においてはその者の第１期分金額からその者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当

する税額，第２期納期においてはその者の第２期分金額に相当する税額，

当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間にお

いてはその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額を３

で除して得た金額（当該金額に１００円未満の端数があるとき，又は当

該金額の全額が１００円未満であるときは，その端数金額又はその全額

を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）に２を

乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民

税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項において「１０月

分金額」という。）に相当する税額，同年１２月１日から翌年の３月３

１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

　（２）　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の第１期分金額以上であり，かつ，その者の第

１期分金額とその者の第２期分金額との合計額に満たない場合には，普

通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は，第１期納期における税額はな

いものとし，第２期納期においてはその者の第１期分金額とその者の第
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２期分金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額を控除した残額に相当する税額，当該年度の初日の属す

る年の１０月１日から１１月３０日までの間においてはその者の１０月

分金額に相当する税額，同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間

においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

　（３）　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合

計額以上であり，かつ，その者の第１期分金額，その者の第２期分金額

及びその者の１０月分金額の合計額に満たない場合には，普通徴収対象

税額及び特別徴収対象税額は，第１期納期及び第２期納期における税額

はないものとし，当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３

０日までの間においてはその者の第１期分金額，その者の第２期分金額

及びその者の１０月分金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の

市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額，同年１２

月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相

当する税額とする。 

　（４）　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の第１期分金額，その者の第２期分金額及びそ

の者の１０月分金額の合計額以上であり，かつ，その者の第１期分金額，

その者の第２期分金額，その者の１０月分金額及びその者の分割金額の

合計額に満たない場合には，普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は，

第１期納期及び第２期納期並びに当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間における税額はないものとし，同年１２月

１日から翌年の１月３１日までの間においてはその者の第１期分金額，

その者の第２期分金額，その者の１０月分金額及びその者の分割金額の

合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額

を控除した残額に相当する税額，同年２月１日から３月３１日までの間

においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

　（５）　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の第１期分金額，その者の第２期分金額，その

者の１０月分金額及びその者の分割金額の合計額以上である場合には，

普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は，第１期納期及び第２期納期

並びに当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の１月３１日ま

での間における税額はないものとし，同年２月１日から３月３１日まで

の間においてはその者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額

に相当する税額とする。 

２　前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定の適用について
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は，同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象

年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあ

るのは，「附則第７条の７第１項各号に規定する特別徴収の方法によって徴

収すべき額」とする。 

３　令和６年度分の個人の市民税に限り，年金所得に係る特別徴収の個人の市

民税の額（第１項の規定の適用があるものを除く。）については，次に定め

るところによる。 

　（１）　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民

税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から第４７

条の５第１項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額を控除した額を

いう。以下この号において同じ。）を３で除して得た金額（当該金額に

１００円未満の端数があるとき，又は当該金額の全額が１００円未満で

あるときは，その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項

において「分割金額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別

税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当

する金額（以下この項において「１０月分金額」という。）に満たない

場合には，特別徴収対象税額は，当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間においてはその者の１０月分金額からその

者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額

に相当する税額，同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間におい

てはその者の分割金額に相当する税額とする。 

　（２）　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の１０月分金額以上であり，かつ，その者の１

０月分金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合には，特別徴

収対象税額は，当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０

日までの間における税額はないものとし，同年１２月１日から翌年の１

月３１日までの間においてはその者の１０月分金額とその者の分割金額

との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額を控除した残額に相当する税額，同年２月１日から３月３１日まで

の間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

　（３）　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額

以上である場合には，特別徴収対象税額は，当該年度の初日の属する年

の１０月１日から翌年の１月３１日までの間における税額はないものと

し，同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者の第４７条
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の５第２項の規定により読み替えられた第４７条の２第１項に規定する

年金所得に係る特別徴収税額に相当する税額とする。 

４　前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定の適用について

は，同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象

年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあ

るのは，「附則第７条の７第３項各号に規定する特別徴収の方法によって徴

収すべき額」とする。 

５　令和６年度分の個人の市民税につき第４７条の６第１項の規定の適用があ

る場合については，前各項の規定は，適用しない。 

（令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第７条の８　令和７年度分の個人の市民税に限り，法附則第５条の１２第３項

及び第４項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和７年度分

特別税額控除額を，同条第３項に規定する特別税額控除対象納税義務者の第

３４条の３，第３４条の６から第３４条の９まで，附則第５条第２項，附則

第７条第１項，附則第７条の３の２第１項，附則第７条の４及び附則第９条

の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

附則第８条第２項中「前条」を「附則第７条の４」に改め，同条第３項中「第

３４条の９第１項」の次に「，附則第７条の５第１項及び前条」を加え，「同

項中」を「第３４条の９第１項中」に，「とあるのは，」を「とあるのは」に，

「とする」を「と，附則第７条の５第１項中「前条及び」とあるのは「前条，

附則第８条第２項及び」と，前条中「附則第７条の４及び」とあるのは「附則

第７条の４，次条第２項及び」とする」に改める。 

附則第１０条の２第１３項を削り，同条第１２項中「附則第１５条第２５項

第３号ハ」を「附則第１５条第２５項第４号ハ」に改め，同項を同条第１３項

とし，同条第１１項中「附則第１５条第２５項第３号ロ」を「附則第１５条第

２５項第４号ロ」に改め，同項を同条第１２項とし，同条第１０項中「附則第

１５条第２５項第３号イ」を「附則１５条第２５項第４号イ」に改め，同項を

同条第１１項とし，同条第９項中「附則第１５条第２５項第２号ハ」を「附則

第１５条第２５項第３号ハ」に改め，同項を同条第１０項とし，同条第８項中

「附則第１５条第２５項第２号ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に改

め，同項を同条第９項とし，同条第７項中「附則第１５条第２５項第２号イ」

を「附則１５条第２５項第３号イ」に改め，同項を同条第８項とし，同条第６

項の次に次の１項を加える。 

７　法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同号に規定する市

町村の条例で定める割合は７分の６とする。 

　附則第１０条の２第１４項中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条第
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３２項」に改め，同条第１５項中「附則第１５条第４３項」を「附則第１５条

第４２項」に改める。 

附則第１０条の３第１４項を同条第１５項とし，同条第１３項中「附則第７

条第１７項」を「附則第７条第１８項」に改め，同項を同条第１４項とし，同

条第１２項中「附則第７条第１６項各号」を「附則第７条第１７項各号」に改

め，同項を同条第１３項とし，同条第１１項中「附則第７条第１１項各号」を

「附則第７条第１２項各号」に改め，同項を同条第１２項とし，同条第１０項

中「附則第７条第１０項各号」を「附則第７条第１１項各号」に改め，同項を

同条第１１項とし，同条第９項中「附則第７条第９項各号」を「附則第７条第

１０項各号」に改め，同項を同条第１０項とし，同条第８項中「附則第７条第

８項各号」を「附則第７条第９項各号」に改め，同項を同条第９項とし，同条

中第７項を第８項とし，第３項から第６項までを１項ずつ繰り下げ，同条第２

項の次に次の１項を加える。 

３　市長は，法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のうち

区分所有に係る住宅については，前項の申告書の提出がなかつた場合におい

ても，長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）

第５条第４項に規定する管理者等から，法附則第１５条の７第３項に規定す

る期間内に施行規則附則第７条第４項に規定する書類の提出がされ，かつ，

当該区分所有に係る住宅が法附則第１５条の７第１項又は第２項に規定す

る要件に該当すると認められるときは，前項の規定にかかわらず，同条第１

項又は第２項の規定を適用することができる。 

附則第１１条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度

から令和８年度まで」に改める。 

附則第１１条の２の見出し中「令和４年度又は令和５年度」を「令和７年度

又は令和８年度」に改め，同条第１項中「令和４年度分又は令和５年度分」を

「令和７年度分又は令和８年度分」に改め，同条第２項中「令和４年度適用土

地又は令和４年度類似適用土地」を「令和７年度適用土地又は令和７年度類似

適用土地」に，「令和５年度分」を「令和８年度分」に改める。 

附則第１２条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度

から令和８年度まで」に改め，同条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」

を「令和６年度から令和８年度まで」に改め，「（商業地等に係る令和４年度

分の固定資産税にあっては，１００分の２．５）」及び「（令和３年度分の固

定資産税にあっては，前年度分の固定資産税の課税標準額）」を削り，同条第

２項及び第３項中「令和４年度分及び令和５年度分」を「令和６年度から令和

８年度までの各年度分」に改め，同条第４項及び第５項中「令和３年度から令

和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改める。 

附則第１３条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度
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から令和８年度まで」に改め，同条中「令和３年度から令和５年度まで」を「令

和６年度から令和８年度まで」に改め，「。以下この項において同じ。」及び

「（令和３年度分の固定資産税にあっては，前年度分の固定資産税の課税標準

額）」を削る。 

附則第１３条の２を削る。 

　附則第１４条中「，第１３条又は第１３条の２」を「又は第１３条」に改め 

る。 

附則第１５条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度か

ら令和８年度まで」に改め，同条第２項中「令和６年３月３１日」を「令和９

年３月３１日」に改める。 

附則第１６条の３第３項に次の１号を加える。 

　（５）　附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については，附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは，「所

得割の額並びに附則第１６条の３第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

附則第１６条の４第３項に次の１号を加える。 

　（５）　附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については，附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは，「所

得割の額並びに附則第１６条の４第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

附則第１７条第３項に次の１号を加える。 

　（５）　附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については，附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは，「所

得割の額並びに附則第１７条第１項の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

附則第１８条第５項に次の１号を加える。 

　（５）　附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については，附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは，「所

得割の額並びに附則第１８条第１項の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

　附則第１９条第２項に次の１号を加える。 

　（５）　附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については，附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは，「所

得割の額並びに附則第１９条第１項の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

附則第２０条第２項に次の１号を加える。 

　（５）　附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については，附則
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第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは，「所

得割の額並びに附則第２０条第１項の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

附則第２０条の２第２項に次の１号を加える。 

　（５）　附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については，附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは，「所

得割の額並びに附則第２０条の２第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

　附則第２０条の２第５項に次の１号を加える。 

　（５）　附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については，附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは，「所

得割の額並びに附則第２０条の２第３項後段の規定による市民税の所得

割の額」とする。 

附則第２０条の３第２項に次の１号を加える。 

　（５）　附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については，附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは，「所

得割の額並びに附則第２０条の３第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

　附則第２０条の３第５項に次の１号を加える。 

　（５）　附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については，附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは，「所

得割の額並びに附則第２０条の３第３項後段の規定による市民税の所得

割の額」とする。 

 

 

附　則 

（施行期日） 

第１条　この条例は，令和６年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条　別段の定めがあるものを除き，この条例による改正後の常陸大宮市税

条例の規定中固定資産税に関する部分は，令和６年度以後の年度分の固定資

産税について適用し，令和５年度分までの固定資産税については，なお従前

の例による。 

２　令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地

方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による

改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項において「旧法」とい

う。）附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に
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対して課する固定資産税については，なお従前の例による。 

３　平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第

１５条第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内

保育施設の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については，なお

従前の例による。
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議案第３７号 
 
　　　専決処分の承認を求めることについて 
 
　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別

紙（令和６年専決第１０号）のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に

よりこれを報告し、承認を求める。 
 
　　　令和６年６月４日提出 
 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 
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専決第１０号 
 
　　　専決処分書 
 
　常陸大宮市過疎地域の持続的発展支援のための固定資産税の課税免除に関す

る条例の一部を改正する条例を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７

９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 
 
　　　令和６年３月３１日 
 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 
 
 
 
 
 
　（専決処分を行う理由） 
　過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第２４条の地方税の課税免

除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令（令和３年総務

省令第３１号）の一部を改正する総務省令が令和６年３月３０日に公布され、

同年４月１日から施行されることを受け、本条例を制定することについて、議

会を招集する時間的余裕がないため、専決処分するものです。 
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　　　常陸大宮市過疎地域の持続的発展支援のための固定資産税の課税免除

に関する条例の一部を改正する条例 

 

常陸大宮市過疎地域の持続的発展支援のための固定資産税の課税免除に関

する条例（平成１６年大宮町条例第７０号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条中「令和６年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。 

 

 

附　則 

　この条例は，令和６年４月１日から施行する。
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議案第３８号 

 

　　　専決処分の承認を求めることについて 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別

紙（令和６年専決第１１号）のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に

よりこれを報告し、承認を求める。 

 

　　　令和６年６月４日提出 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 
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専決第１１号 

 

　　　専決処分書 

 

　常陸大宮市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分す

る。 

 

　　　令和６年３月３１日 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 

 

 

 

 

 

　（専決処分を行う理由） 

　地方税法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第１３６号）が令和６

年３月３０日に公布され、同年４月１日から施行されることに伴い、本条例を

制定することについて、議会を招集する時間的余裕がないため、専決処分する

ものです。 
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　　　常陸大宮市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

　常陸大宮市国民健康保険税条例（昭和４１年大宮町条例第１３号）の一部を

次のように改正する。 

 

第２条第３項ただし書中「２２万円」を「２４万円」に改める。 

第２３条第１項各号列記以外の部分中「２２万円」を「２４万円」に改め，

同項第２号中「２９万円」を「２９万５千円」に改め，同項第３号中「５３万

５千円」を「５４万５千円」に改める。 

 

 

附　則 

（施行期日） 

１　この条例は，令和６年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２　この条例による改正後の常陸大宮市国民健康保険税条例の規定は，令和６

年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し，令和５年度分までの国

民健康保険税については，なお従前の例による。 
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議案第３９号 

 

　　　専決処分の承認を求めることについて 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別

紙（令和６年専決第１３号）のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に

よりこれを報告し、承認を求める。 

 

　　　令和６年６月４日提出 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 
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専決第１３号 

 

　　　専決処分書 

 

　令和６年度常陸大宮市一般会計補正予算（第１号）を地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別冊のとおり専決処分する。 

 

　　　令和６年４月１日 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 

 

 

 

 

 

　（専決処分を行う理由） 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した住民税均等割のみ課税

世帯及び低所得の子育て世帯への加算給付金の支給並びに定額減税及び調整給

付事業執行に係る補正予算について、議会を招集する時間的余裕がないため、

専決処分するものです。
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議案第４０号 

 

　　　常陸大宮市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例 

 

　常陸大宮市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。 

 

　　　令和６年６月４日提出 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 

 

 

 

 

 

　（提案理由） 

　特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施

設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一部が改正され、特

定教育・保育施設等におけるアナログ規制の見直しに係る改正が行われたことを

受け、同府令に準じた措置を講じるため、本条例を提案するものです。 
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　　　常陸大宮市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

　常陸大宮市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例(平成２６年常陸大宮市条例第２３号)の一部を次のように改正す

る。 

 

　第２３条の見出しを「掲示等」に改め，同条中「掲示し」を「掲示するとと

もに，電気通信回線を接続して行う自動公衆送信(公衆によって直接受信される

ことを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい，放送

又は有線放送に該当するものを除く。)により公衆の閲覧に供し」に改める。 
　第５３条第２項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これら

に準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電

磁的記録（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。 
 
 
　　　附　則 

この条例は，令和６年７月１日から施行する。 
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議案第４１号 
 
　　　茨城県後期高齢者医療広域連合規約の変更について 
 
　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、

茨城県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年市町村指令第２３号）を別紙

のとおり変更することについて、同法第２９１条の１１の規定により、議会の

議決を求める。 
 
　　　令和６年６月４日提出 
 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 
 
 
 
 
 
　（提案理由） 
　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等

の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行により、現行の被保険

者証が廃止されることに伴い、規約中の被保険者証等の用語を整理するほか所

要の変更を行うものです。 
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　　　茨城県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約 

 

　茨城県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年市町村指令第２３号）の一

部を次のように変更する。 

 

　第１１条第３項を削る。 

 

 

別表第１第２号及び第３号中「被保険者証及び資格証明書」を「資格確認書

等」に改める。 

別表第２備考中「３月３１日」を「１月１日」に改める。 

 

 

　　　付　則 

（施行期日） 

１　この規約は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１

項の規定による茨城県知事の許可のあった日から施行する。ただし，この規

約による変更後の別表第１の規定は，令和６年１２月２日から施行する。　 

　（経過措置） 

２　この規約による変更後の別表第２備考の規定は，令和７年度以後の関係市

町村の負担金について適用し，令和６年度以前の関係市町村の負担金につい

ては，なお従前の例による。 
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議案第４４号 

 

　　　監査委員の選任について 

 

　下記の者を監査委員に選任したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１９６条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

記 

 

　住　所　　常陸大宮市●●●●●● 

　氏　名　　神原　裕之 

　　　　　　●●●●年●●月●●日生 

 

 

　　　令和６年６月４日提出 

 

常陸大宮市長　　鈴木　定幸　　 

 

 

 

 

 

　（提案理由） 

　監査委員　鈴木　邦夫 氏が令和６年６月１２日で任期満了となることから、

新たに 神原　裕之 氏を監査委員に選任したいため、提案するものです。 
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